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連 結 決 算 の 概 要
２００１年３月期 連結決算

〔２００１年３月期実績〕

営業収益 １０,１２８億円

営業利益 ６４３億円

経常利益 ２３６億円

特別利益 ５５８億円

特別損失 １,０４４億円

当期純利益 － ３０１億円

〔２００２年３月期見込〕

営業収益 １０,４００億円

経常利益 ２４０億円

当期純利益 １２０億円

連単倍率 １.６７倍

固定資産売却益
２１３億円

退職給付債務積立不足
一括償却 ６９５億円

詳細は当社ＨＰ上の２００１年 ６月１１日発表決算短信参照 １



東急グループ経営方針の実行施策
東急グループ経営方針

施策の実行により、株主価値の 大化を目指す

東急グループ事業再編成による選択と集中

東急グループマネジメントの整備

東急グループ成長戦略の推進による事業の活性化

２



ホ テ ル 事 業 の 統 合
東急グループ事業再編成による選択と集中

〔 東急ホテルチェーンとの株式交換 〕
○ ２００１年 ３月２７日 東急ホテルチェーン株主総会により株式交換契約書の承認

○ ７月１１日 東急ホテルチェーン上場廃止

○ ７月１７日 株式交換期日（完全子会社化期日）

〔 事業統合の進捗 〕
○ 統合準備組織の設置

東京急行電鉄のホテル事業部を中心とした具体的な施策の検討および実施

（ 営業や人事制度、店舗の業態転換を含めた再編成 等 ）

〔 営業の統合 〕
○ ２００１年 ７月 「東急ホテルズ予約センター」の設置

予約の窓口および販売促進の一元化

詳細は当社ＨＰ上の２０００年１２月２７日発表プレスリリース参照 ３



石 油 販 売 事 業 の 撤 退
東急グループ事業再編成による選択と集中

２００１年３月末をもって石油販売事業の営業を終了

〔 当社の石油販売事業を取り巻く環境 〕

石油販売価格の安値競争

建設・運送業者を中心とした燃料需要の減少

大口顧客との取引中止

原油価格の上昇

〔 当社石油販売事業の収支実績 〕
（単位：百万円）

１９９５年度 １９９６年度 １９９７年度 １９９８年度 １９９９年度 ２０００年度

営
業
収
益

営
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営
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詳細は当社ＨＰ上の２０００年１０月２７日発表プレスリリース参照 ４



運 送 事 業 の 再 編 成
東急グループ事業再編成による選択と集中

〔 目 的 〕
○ ３社の経営を「相鉄運輸」に統合し資産効率の向上および既存業務の拡大を図る

○ 東京急行電鉄の沿線エリア内において配送網の充実を図る

○ 同エリア内における物流の担い手としての地位を確立させる

相鉄運輸相鉄運輸㈱㈱
２００１年 ３月期

連結売上高 １５９億円

連結総資産 １８５億円

東急ロジスティック㈱

東急運輸㈱
２０００年１２月期

売上高 ６２億円

総資産 ６８億円

社名変更 合 併

＜合併比率＞ １ ： １.２
東急運輸株 １株に対し、相鉄運輸株 １.２株を交付

株
式
交
換

＜株式交換比率＞ １ ： ２
東京通運株 １株に対し、相鉄運輸株 ２株を交付

東京通運㈱
２０００年１２月期

売上高 １２０億円

総資産 １９２億円

＜今後のスケジュール＞

２００１年 ６月２８日 各社の株主総会において各契約の承認

２００２年 ４月 １日 合併および株式交換期日、社名変更

詳細は当社ＨＰ上の２００１年 ５月２８日発表プレスリリース参照 ５



東急グループ経営方針の実行施策
東急グループ経営方針

施策の実行により、株主価値の 大化を目指す

東急グループ事業再編成による選択と集中

東急グループマネジメントの整備

東急グループ成長戦略の推進による事業の活性化

６



東急グループ経営方針

東急グループ成長戦略の推進による事業の活性化

渋谷および沿線活性化に経営資源を重点配分

駅機能の見直し駅機能の見直し駅機能の見直し

不動産投資信託
（ＲＥＩＴ）

事業の検討

不動産投資信託不動産投資信託
（ＲＥＩＴ）（ＲＥＩＴ）

事業の検討事業の検討

顧客基盤強化戦略顧客基盤強化戦略顧客基盤強化戦略メディア事業戦略メディア事業戦略メディア事業戦略

株主価値株主価値
大化大化

社内ベンチャー制度の拡大社内ベンチャー制度の拡大社内ベンチャー制度の拡大

７



沿線の付加価値向上

昨年から今年にかけて新規に開業した施設の状況

〔 渋谷マークシティ 〕

渋谷エクセルホテル東急 ( 2000年度 実績 )

○ 総収入 ４０億円 （ 渋谷東急イン：１５億円 ）

○ 稼働率 ９４.０％ （ 渋谷東急イン：９３.３％ ）

〔 グランベリーモール 〕 ( 2000年 4月21日～ 2001年 4月20日 実績 )

○ 総来場者数 ７６０万人 計画：６００万人 達成率：１２７％

○ 売上状況 １７０億円 計画：１７０億円 達成率：１００％

○ 来 場 者 平日 約１.５万人 男性 ２０％ 女性 ８０％

休日 約２.５万人 男性 ３３％ 女性 ６７％

年代別 25～34才：38% 15～24才：25% 35～44才：21%

〔 セルリアンタワー 〕 ( 2001年 5月24日 グランドオープン )

○ オフィス 貸室面積 ： １６,８００㎡（ ４階 ～１６階 ）

○ ホ テ ル 客 室 数 ： ４１４室（ １９階 ～３７階 ）

宴 会 場 ： １０室 大宴会場（ １室１,４３０㎡ ）

中小宴会場 ９室

料飲施設 ： 和食、洋食、中華、ラウンジ、ジャズクラブ
８



沿線の付加価値向上

渋谷マークシティ

渋谷エクセルホテル東急

＜４０８室＞ ５Ｆ ～ ２５Ｆ

オフィス １１Ｆ ～ ２３Ｆ

賃貸面積 ２７,３１３㎡

駐車場 ＜４５４台＞

マークシティモール ＜５４店舗 （物販２９店舗、飲食２０店舗、その他５店舗）＞ Ｂ１Ｆ ～ ４Ｆ

○ エクセルの開業により、

渋谷全体の総収入が増加

○ エクセル、イン双方とも

高い稼働率

〔 渋谷エクセルホテル東急 〕
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沿線の付加価値向上

グランベリーモール

〔 コンセプト 〕 郊外生活者の充実した日常生活を積極的に支援する売場空間の創出

〔 概 要 〕

○ 所 在 地 町田市鶴間三丁目４番１号（田園都市線・南町田駅前）

○ 敷地面積 約 ８７,０００㎡

○ 施 設 鉄骨造平屋建て（ 一部２階建て ）９棟

○ 延床面積 約 ２５,０００㎡ ○ 駐 車 場 約１,０００台（屋外平面駐車場）

○ 総店舗数 ７９店 ○ 開 業 日 ２０００年 ４月２１日

〔 実 績 〕 （ 2000年 4月21日 ～ 2001年 4月20日 ）

当初計画 １か月 ３か月 ６か月 １２か月 対計画比率

総来場者数 ６００万人 １６０万人 ３１５万人 ４７０万人 ７６０万人 １２７％

売上状況 １７０億円 ３０億円 ５８億円 ９７億円 １７０億円 １００％

来場者男女構成比（休日）

１５～２４歳

25%

２５～３４歳

38%

３５～４４歳

21%

その他

16%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

定期 定期外 合計

99
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度
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年
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南町田駅乗降人員数（１日平均）の変化
（単位：
人）

9,0
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1
19
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1

来場者年齢構成比

女性

80%

男性

20%

来場者男女構成比（平
日）

1日平均
1.5万人 女性

67%

男性

33%1日平均
2.5万人

2001年1月16日には隣接地にカルフール南町田店がオープン（当社による事業定期借地権方式）し、今後は相乗効果も期待できる。
１０



沿線の付加価値向上

セ ル リ ア ン タ ワ ー

オフィス

（約２７，０００㎡）

（４１４室）

ホテル

商業

エンターテインメント

〔 概要 〕

○ 所 在 地 渋谷区桜丘町２６番１号

○ 敷地面積 ９,４０９㎡

○ 建築面積 ５,１００㎡

○ 構造規模 地下６階 地上４１階

○ 延床面積 約１０６,０００㎡

（内訳）ホテル 約５９,０００㎡

オフィス約２７,０００㎡

その他 約２０,０００㎡

○ オフィス貸室面積

約１６,８００㎡

基準階貸室面積 約１,２９０㎡

○ 開 業 日

２００１年４月 １日 オフィス入居開始

４月２０日 ホテル一部オープン

５月２４日 グランドオープン

○ 建 設 費 約４３０億円

セルリアンタワーは通信事業者７社が光ファイバケーブルを引き込む

日本初のマルチキャリア（通信事業者の選択が可能）賃貸ビル

○ 複数の通信会社の回線が導入されることで、

テナントに幅広い選択肢を提供

○ 日本で も安く高速なブロードバンドのデータ通信環境を提供

１１



不動産投資信託（ＲＥＩＴ）事業の検討
東急グループ成長戦略の推進による事業の活性化

＜ 不 動 産 投 資 顧 問 業 進 出 ＞

〔 目 的 〕
○ 業界情報・物件情報の収集
○ 不動産投資顧問業務に関する実績の蓄積
○ ＲＥＩＴ、設立企画人・運用会社としての機能

〔 概 要 〕
○ 会 社 名 東急リアル・エステート・インベストメント・マネジメント㈱
○ 資 本 金 １億円
○ 出資比率 東京急行電鉄 ： 東急不動産 ＝ ５１ ： ４９
○ 事業内容 ・ 資産の管理・運営および資産の流動化に関するコンサルティング

・ 内外の経済、産業、不動産および有価証券投資に関する調査業務

・ 出版物による投資情報業務

・ 有価証券その他金融資産に関する投資顧問業務

・ 投資信託委託業

・ 投資法人資産運用業

・ 投資法人の機関の運営に関する業務の受託 他

詳細は当社ＨＰ上の２００１年 ４月２７日発表プレスリリース参照 １２



駅 機 能 の 見 直 し
東急グループ成長戦略の推進による事業の活性化

＜ ｒａｎＫｉｎｇ ｒａｎＱｕｅｅｎ （ランキンランキン） ＞

〔 概 要 〕
○ 営業場所 渋谷駅構内

○ 開 業 2001年 7月

○ 営業時間 10：00 ～ 23：00

○ 予想売上高 年間約４億円

○ 店舗面積 １０３㎡

〔 コンセプト 〕
○ ランキング調査や東急グループ企業から提供を受けるランキング情報

を基にした、売れ筋上位商品の展示および販売。
※ さまざまな角度や視点のランキング情報ならびに商品特性の情報を

集 め 、 商 品 と あ わ せ て 紹 介 す る 。
○ さまざまな新商品情報の発信および販売。

※ 店舗内のスペースをメーカー等に賃貸し、生活者へのダイレクトな
商品広告および販売の場とし、駅を今までにないリアルな広告・宣
伝 お よ び 販 売 の 場 と し て 活 用 し て い く 。

詳細は当社ＨＰ上の２００１年 ５月２１日発表プレスリリース参照 １３



メディア事業戦略

メディア事業への取り組み

〔 インフラ 〕
顧客に向けた情報発信装置を

備えたインフラ事業
○ 鉄道、ＣＡＴＶ等による

強力なネットワーク
○ ＣＡＴＶ、ＴＯＰカード会員等の

各種会員組織による二次インフラ

〔 コンテンツ 〕
関連する企業との提携等による開発

○ 買い物 ○ 旅行
○ 教育 ○ 健康
○ 娯楽 ○ マネー 等

〔 沿線の付加価値向上 〕
○ 地域深耕

○ 顧客基盤強化

首都圏都市部への展開
１４



メディア事業戦略

東急ケーブルテレビジョン

東京急行電鉄、ソニー、東急ケーブルテレビジョンの３社で

ＣＡＴＶ網におけるブロードバンドインターネット事業を推進

○ 次世代ＣＡＴＶ／ＩＳＰ網の新たな構築

ソニーとの提携により、より高速なＣＡＴＶ／ＩＳＰ網を

２００１年秋を目途に開発

○ 第三者割当増資の実施

２００１年 ３月、上記開発資金に充てるための

第三者割当増資（３,３８８百万円）を実施し、

全額をソニーが引受（持株比率１０→１５％）

○ 社名の変更

今後、提供するサービスに相応しい社名へ

１５



ネットスーパー 「 プレッセネット 」
メディア事業戦略

○ 会員管理
○ 商品管理
○ 受注データ管理

Precce 美しが丘店

イディオスあざみ野

注文

配送

決済

○ 居住者は職場
からも注文可

商品登録

ピッキング

○ サービスの流れ

・ユーザーがネット上から
商品を選んで注文

↓
・注文があったことがメールで

「プレッセ美しが丘店」に
↓

・店頭から注文商品を
ピッキング、検品。パッケージ化

↓
・自社小型トラックによる配送

↓
・玄関先にて商品と引き替えに決済

○ サービスの流れ

・ユーザーがネット上から
商品を選んで注文

↓
・注文があったことがメールで

「プレッセ美しが丘店」に
↓

・店頭から注文商品を
ピッキング、検品。パッケージ化

↓
・自社小型トラックによる配送

↓
・玄関先にて商品と引き替えに決済

受注

※
○ 会員管理
○ 商品管理
○ 受注データ管理

※ ＴＣＭ 【 TOKYU CYBER MＥRCHANDISING 】
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東急百貨店 「事業改革計画」 進捗状況
グループ各社の状況

〔 店舗の改装 〕

○ 東 横 ２０００. ４ フードショー、マークシティ オープン

２０００. ９ 上層階リモデルオープン

＜ 投資額 ４５億円 売上 対前年 ＋６.0％ ＞

○ たまプラーザ ２０００. ４ Ｂ１Ｆ ～ ２Ｆ 改装

＜ 投資額 １３億円 売上 対前年 ＋０.7％ ＞

○ 港 北 ２０００. ６ より業態変更

＜ 投資額 ２億円 売上 対前年 －６.0％ ＞

○ 日 吉 １９９９.１１ より随時テナント入れ替え

＜ 投資額 ２億円 売上 対前年 ＋１９.1％ ＞

○ 吉祥寺 ２００１. ３ リモデル

＜ 投資額 ３１億円 売上 対前年(2～4月)＋４.2％ ＞

○ 町 田 ２００１. ４ 一部をリモデル

２００１ 下期 残りをリモデル ＜ 投資額 ２３億円 ＞
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東急建設 「経営再建計画」 進捗状況
グループ各社の状況

〔 有利子負債の削減 〕

〔 計画値（残高）〕

（２００４年３月末）
２,９５８億円

〔 実績値（残高）〕

（２０００年３月末）
３,０１６億円

（２０００年９月末）
２,９４７億円

（２００１年３月末）
２,７９６億円

〔 収益構造の改革 〕

＜計画 終年度＞ ＜ 実 績 値 ＞

（２００２年３月期）（２００１年３月

期）

受 注 高 ３,０００億円 ３,２２９億円

完成工事総利益 ３００億円 ３０７億円

販 管 費（完成工事高に占める割合） ５.３％ ５.０％

社 員 数 ２,８００名体制 ２,９０１名

〔 含み損失の処理 〕

＜計画 終年度（累計）＞ ＜ 実績値（累計）＞

（２００２年３月末まで） （２００１年３月末まで）

海外関係会社 １８０億円 ２０２億円

国内関係会社 ３００億円 ３３５億円

滞 留 債 権 １２０億円 １７８億円

土地売却・評価損 ３２０億円 ５１９億円

計 ９２０億円 １,２３４億円

〔 課 題 〕

○ 特定建設業免許の更新

（２００２年７月）
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東急不動産 「中期経営計画」 進捗状況
グループ各社の状況

〔計画の目標値 （２００５年３月

期）〕

•当期利益
•営業利益
•経常利益
•有利子負債
•自己資本
•ＲＯＡ
•ＥＢＩＴＤＡ倍率

：
：
：
：
：
：
：

２６億円
１４０億円

３９億円
４，３２１億円

７６０億円
２．１％

１８．７倍

•当期利益
•営業利益
•経常利益
•有利子負債
•自己資本
•ＲＯＡ
•ＥＢＩＴＤＡ倍率

：
：
：
：
：
：
：

２９億円
２５５億円
１１１億円

５，０４７億円
５８４億円

２．９％
１３．３倍

•営業利益
•経常利益
•有利子負債
•自己資本
•ＲＯＡ
•ＥＢＩＴＤＡ倍率

：
：
：
：
：
：

２１２億円
６０億円

３，６００億円以下
１，０００億円以上

３％以上
１２倍

•営業利益
•経常利益
•有利子負債
•自己資本
•ＲＯＡ
•ＥＢＩＴＤＡ倍率

：
：
：
：
：
：

３１５億円
１５０億円

４，２２０億円以下
７２０億円以上

４％以上
１０倍

＜ 連 結 ＞

＜ 単 体 ＞
２００１年３月期当初見込

１２２億円
２５億円

４，３００億円
中間時実績 ７３０億円

１．９％
２１．２倍

２００１年３月期当初見込

２２０億円
１００億円

５，２２０億円
中間時実績 ３０３億円

２．６％
１５．３倍

〔 ２００１年３月期 実績 〕

※ ＲＯＡ ＝ （ 営業利益 ＋ 営業外収入 ） ÷ 総資産 ＥＢＩＴＤＡ倍率 ＝ 有利子負債 ÷ 償却前営業利益
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有利子負債／ＥＢＩＴＤＡ倍率

グループ有利子負債残高の推移（株式公開会社合算）

有利子負債 ＥＢＩＴＤＡ 有利子負債／ＥＢＩＴＤＡ倍率
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ＦＹ
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１６ .１倍

１３.６倍

１１.５倍
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